
  建設需要の高まりとともに、折からの高齢化と若手の入職不足があいまっての建設業の人手不足が急激に深

刻化しています。

  4月、帝国データバンクは2023年度の「人手不足倒産の動向調査」の結果を発表しました。人手不足を理由

とした倒産累計は313件と過去最多を更新。新型コロナ感染拡大前の2019年度（199件）を大幅に超え、前年

度（146件）の2.1倍と急増しています。業種別でもっとも多かったのは建設業で94件となり、全体の3割を占

めています。次位は物流業で、4月からの「2024年問題」を抱える両業種では人手不足割合が7割前後と全体

（52.4％）を大きく上回っています。担い手確保に欠かせない賃金引き上げ・処遇改善にむけてコスト上昇分

の価格転嫁率を引き上げていく必要があります。

EXチェンジニュース

2 3年度中の人手不足倒産、建設業がワースト1位に
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 　都内15自治体まで広がった公契約条例による各

自治体の労働報酬下限額が出揃いました。建築に

ついては、熟練工を中心にした下限額について、

適用年度の違いはありますが12の自治体で公共工

事設計労務単価の90％となりました。熟練工以外

の下限額については、時給換算した軽作業員の設

計労務単価の70％となる1540円としたのが8自治

体でした。

公契約条例実施自治体、２４年度

の労働報酬下限額出揃う

　 東 京 土 建 渋 谷 支 部 野 丁 場 グ ル ー プ 発 　

北部

西部

東部

南部

6月18日㊋
6月22日㊏

6月21日㊎

今月の一言　先月から野丁場担当になりました書記の工藤です。ニュースの紙面作りに悩んでいます

 今月以降は、町場群に続き野丁場群も分会ごとに会議を開催します。土建タイム

を読み合わせ、現場の状況を交流しましょう。今月同封した「全建総連」は第79

回大手企業交渉の特集号です。賃金・働き方改革・処遇改善に向けた回答が載っ

ていますのでぜひ交流材料にしてください！

各分会の野丁場群会議の日程

　懇談予定企業の現場に従事する仲間からの現場情

報を募集します。支部へお知らせください。

ピーエス三菱、みらい建設工業、北野建設、大末建

設、ナカノフドー建設、増岡組、木本組、工新建

設、福田組、東鉄工業、藤木工務店、第一ヒューテ

ック、伊藤組、協和営造、スターツ、加賀田組、村

中建設、高松建設、田辺建設など

 都内の中規模ゼネコンと懇談します



　東京土建は全国の仲間と一緒に、①建設労働者の雇用改善と賃上げ、②若年者の担い手確保と育成、③経験

や技術を見える化して賃金に反映させる建設キャリアアップの普及促進の3点を求める100万人請願署名に取

り組んできました。署名119万6248筆と、368人の国会議員の賛同署名を得て、310人の紹介議員を通じて国

会に提出した結果、6月21日の参議院本会議で全会一致で採択されました。採択された請願は内閣に送付さ

れ、関係省による処理経過が参議院で報告されます。

EXチェンジニュース

魅力ある建設業の実現を　10 0万人署名が国会で採択
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　みずほリサーチ＆テクノロジーズは、円安の進行

が今年度の企業の経常利益に及ぼす影響を規模別に

試算。大企業では1.9％の押し上げ効果がある一

方、中小企業では1.3％のマイナス影響が生じる結

果になりました。大企業は輸出や対外直接投資によ

りメリットを受けやすく、中小企業は輸入コストの

増加を賄えないためです。同社は「円安がさらに企

業規模間の格差を拡大する。中小企業で働く多くの

労働者の所得や消費の伸び悩みにつながる」と指摘

しています。

﻿円安　中小企業にマイナス影響

　 東 京 土 建 渋 谷 支 部 野 丁 場 グ ル ー プ 発 　

今月の一言　先月、ニュースの紙面作りに悩んでいますとお伝えしましたが、今月はさらに字だらけです

 　町場群に続き野丁場群も分会ごとに会議・交流会を開催してます。土建タイムを読み合わせ、現場の状

況を交流しましょう。

北部：7月18日　西部：7月20日　東部：7月未定　南部：7月未定

各分会の野丁場群会議の日程

　懇談予定企業の現場に従事する仲間からの現場情

報を募集します。懇談日は7月30日です。下記の現

場で働いた事がある方は支部へお知らせください。

ピーエス三菱、みらい建設工業、北野建設、大末建

設、ナカノフドー建設、増岡組、木本組、工新建

設、福田組、東鉄工業、藤木工務店、第一ヒューテ

ック、伊藤組、協和営造、スターツ、加賀田組、村

中建設、高松建設、田辺建設など

 都内の中規模ゼネコンと懇談します

東京土建の要求が入った建設業担い手三法が可決・成立
　3月8日に閣議決定された「建設業法」「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（入契法）」

が6月7日の参院本会議で全会一致で可決・成立し、議員立法の「公共工事の品質確保の促進に関する法律（品

確法）」が6月12日に成立しました。衆参の国土交通委員会では東京土建の上位団体である全建総連が意見陳

述を行い、現場の仲間の要求を反映した付帯決議を勝ち取ることが出来ました。

　この改正で、公共・民間とも建設労働者の処遇確保を建設業者に努力義務化し、中央建設業審議会が「労務

費の基準（標準労務費）」を作成・勧告。著しく低い労務費や見積もり、見積もり依頼の禁止、原価割れ契約

の禁止を受発注者の両方に導入する事で、適正な労務費の確保や賃金の行き渡りを担保するとしています。

　実効性に向けて、建設Gメンの実地調査や改善指導、立ち入り検査や監督処分などの取り締まり強化があり

ます。受注者＝下請への規制がされることで、無理な価格と工期を強いられてきた下請が「法令順守」を盾に

発注者＝上位会社に対し適正な価格・工期による契約を進める、これまでにない商取引関係を展望できます。


